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（
相
談
窓
口
設
置
）、
㋒
従
業
員
の
育
児

休
業
の
取
得
に
関
す
る
事
例
の
収
集
お

よ
び
当
該
事
例
の
提
供
、
㋓
従
業
員
に

対
す
る
育
児
休
業
に
関
す
る
制
度
お
よ

び
育
児
休
業
の
取
得
の
促
進
に
関
す
る

方
針
の
周
知
、
㋔
取
得
を
円
滑
に
す
る

た
め
の
業
務
の
配
分
ま
た
は
人
員
の
配

置
に
係
る
必
要
な
措
置
、
が
あ
り
、
こ

の
う
ち
２
つ
以
上
の
措
置
を
講
じ
る
旨

を
定
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

㋐
お
よ
び
㋑
に
つ
い
て
は
厚
労
省
の

労
使
協
定
の
書
式
に
お
い
て
紹
介
さ
れ

て
い
る
た
め
、
こ
こ
で
は
㋒
お
よ
び
㋔

を
取
り
上
げ
ま
す
。

⑴　

事
例
収
集
と
提
供

　

㋒
の
事
例
収
集
に
あ
た
っ
て
は
、
男

女
双
方
の
事
例
が
原
則
で
あ
り
（
対
象

者
が
い
な
い
場
合
等
は
片
方
で
も
や
む

を
得
な
い
）、
特
定
の
性
別
や
職
種
、

雇
用
形
態
な
ど
に
偏
ら
な
い
よ
う
留
意

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

本
書
式
例
で
は
、
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト

を
活
用
す
る
内
容
と
し
て
い
ま
す
が
、

他
に
も
冊
子
を
配
布
す
る
こ
と
等
も
可

能
で
す
。

⑵　

業
務
配
分
等

　

㋔
の
業
務
配
分
等
に
つ
い
て
は
、
偶

然
周
囲
に
手
す
き
の
従
業
員
が
お
り
、

検
討
の
結
果
、
業
務
を
そ
の
従
業
員
に

引
き
継
ぐ
こ
と
の
み
で
対
応
が
可
能
な

場
合
に
は
措
置
を
講
じ
た
こ
と
に
な
り

ま
す
が
、
基
本
的
に
は
、
単
に
周
囲
の

他
の
従
業
員
に
引
き
継
ぐ
だ
け
で
は
措

置
を
行
な
っ
た
こ
と
に
な
ら
な
い
こ
と

窓
口
の
設
置
等
の
措
置
の
う
ち
２
つ
以

上
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
（
詳
細
は
後

述
）、
②
育
児
休
業
（
出
生
時
育
児
休

業
も
含
む
。
以
下
同
じ
）
の
取
得
に
関

す
る
定
量
的
な
目
標
を
設
定
し
、
育
児

休
業
の
取
得
の
促
進
に
関
す
る
方
針
を

周
知
す
る
こ
と
、
③
育
児
休
業
申
出
に

係
る
従
業
員
の
意
向
を
確
認
す
る
た
め

の
措
置
を
講
じ
た
う
え
で
、
そ
の
意
向

を
把
握
す
る
た
め
の
取
組
み
を
行
な
う

こ
と
、
で
す
。

労
使
協
定
作
成
に
あ
た
っ
て
の

留
意
点

●２
　

①
の
措
置
は
、
㋐
従
業
員
に
対
す
る

育
児
休
業
に
関
す
る
研
修
の
実
施
、
㋑

育
児
休
業
に
関
す
る
相
談
体
制
の
整
備

出
生
時
育
児
休
業
の

申
出
期
限
と
は

●１
　

こ
と
し
10
月
１
日
か
ら
始
ま
る
出
生

時
育
児
休
業
制
度
（
詳
細
は
こ
と
し
６

月
号
参
照
）
の
利
用
を
希
望
す
る
場

合
、
従
業
員
は
原
則
２
週
間
前
ま
で
に

申
し
出
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
交
代
要
員
の
確
保
が
難
し

い
場
合
等
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
労
使
協

定
に
お
い
て
、
雇
用
環
境
の
整
備
等
に

つ
い
て
、
法
を
上
回
る
取
組
み
を
定
め

た
場
合
に
は
、
申
出
期
限
を
最
長
１
か

月
前
ま
で
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

労
使
協
定
に
お
い
て
法
を
上
回
る
取

組
み
と
し
て
定
め
る
必
要
が
あ
る
雇
用

環
境
の
整
備
等
と
は
、
①
研
修
、
相
談 出

生
時
育
児
休
業
の

申
出
期
限
に
関
す
る
労
使
協
定

８月号　プライバシーポリシー（従業員向け）
９月号　出生時育児休業の申出期限に関する労使協定
10月号　有期雇用労働者の育児介護休業の取得要件に関する労使協定
11月号　月60時間超の割増賃金に関する給与規程
12月号　カスタマーハラスメント対策の基本方針
１月号　不妊治療休暇等に関する規程

田
　
村
　
裕
一
郎

弁
護
士

古
　
田
　
裕
　
子

弁
護
士

改
正
育
児
・
介
護
休
業
法
で
新
設
さ
れ
た
出
生
時
育
児
休
業
（
産
後

パ
パ
育
休
）
の
制
度
の
施
行
日
（
こ
と
し
10
月
１
日
）
が
近
づ
い
て

い
ま
す
。
そ
こ
で
今
回
は
、
出
生
時
育
児
休
業
の
申
出
期
限
に
関
す

る
労
使
協
定
に
つ
い
て
の
留
意
点
を
解
説
し
ま
す
。
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に
留
意
が
必
要
で
す
。
本
書
式
例
で

は
、
人
員
の
増
員
、業
務
の
廃
止
・
整

理
・
外
部
委
託
、他
部
署
と
の
調
整
等

に
つ
い
て
規
定
し
て
い
ま
す
。

⑶　

定
量
的
な
目
標
設
定
と
周
知
等

　

②
の
定
量
的
な
目
標
設
定
に
つ
い
て

は
、
少
な
く
と
も
男
性
の
取
得
状
況
に

関
す
る
目
標
を
設
定
す
る
こ
と
が
必
要

と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
本
書
式
例
で

■出生時育児休業の申出期限に関する労使協定の例

た
む
ら
　
ゆ
う
い
ち
ろ
う
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。Y

ouT
ube

に

て
「
弁
護
士
田
村
裕
一
郎
チ
ャ
ン
ネ
ル
」
を
運
営
。

ふ
る
た
　
ひ
ろ
こ
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。

出生時育児休業の申出期限に関する労使協定

　株式会社○○と従業員代表□□は、出生時育児休業の申出期限に関し、次のとおり協定する。

第１条�　会社は、出生時育児休業の申出が円滑に行なわれるようにするための雇用環境の整備
等として、次の措置を講じることとする。

　⑴�　従業員の育児休業および出生時育児休業の取得事例を収集し、半年ごとに社内のイント
ラネットにおいて事例を掲載すること。

　⑵�　育児休業または出生時育児休業の申出をした従業員の業務については、引継ぎ計画を作
成し、上長が調整し、分担等を行なうこと。なお、上長は、必要に応じて、人員の増員、
業務の廃止・整理・外部委託または他の部署の従業員も含めた調整等を行なうものとし、
分担により従業員の業務負担が過大とならないようにすること。

　⑶�　会社は、育児休業および出生時育児休業について、「男性従業員の取得率〇％以上 取得
期間平均〇か月以上」を達成することを目標とし、この目標ならびに育児休業および出生
時育児休業の取得の促進に関する方針を社長から従業員に定期的に周知すること。また、
男性従業員の取得率や期間の目標については、達成状況を踏まえて必要な際には上方修正
を行なうことについて労使間で協議を行なうこと。

　⑷�　人事担当者は、育児休業および出生時育児休業申出に係る従業員の意向について、当該
従業員に書面を交付し回答を求めることで確認する措置を講じたうえで、従業員から回答
がない場合には、再度当該従業員の意向確認を実施し、当該従業員の意向の把握を行なう
こと。

第２条�　出生時育児休業の申出期限は、出生時育児休業開始予定日の１か月前までとする。従
業員が、出生時育児休業を申し出た場合において、申出にかかる出生時育児休業の開始
を希望する日（以下「開始希望日」という）が、申出の翌日から起算して１か月を経過
する日（以下「１か月経過日」という）前の日であるときは、会社は、開始希望日から
１か月経過日までの間のいずれかの日を出生時育児休業開始予定日として指定する。

以下略
� 以上

は
、
厚
労
省
の
書
式
を
参
考
に
、
男
性

の
取
得
率
お
よ
び
平
均
取
得
期
間
の
目

標
を
記
載
し
て
い
ま
す
。

⑷　

意
向
を
把
握
す
る
た
め
の
取
組
み

　

前
提
と
し
て
、
こ
と
し
４
月
１
日
以

降
、
す
べ
て
の
事
業
主
は
、
妊
娠
・
出

産
の
申
出
を
し
た
従
業
員
に
対
し
て
、

個
別
周
知
と
意
向
確
認
の
措
置
を
講
じ

る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

③
の
意
向
を
把
握
す
る
た
め
の
取
組

み
は
、
こ
の
意
向
確
認
の
措
置
を
上
回

る
内
容
で
あ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
個
別
周
知
と
意
向
確

認
の
措
置
の
後
、
従
業
員
か
ら
回
答
が

な
い
場
合
に
リ
マ
イ
ン
ド
を
す
る
取
組

み
等
が
該
当
す
る
と
さ
れ
て
お
り
、
本

書
式
例
で
は
厚
労
省
の
書
式
を
参
考
に

回
答
が
な
い
場
合
の
取
組
み
に
つ
い
て

規
定
し
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
労
働
者
が
ま
だ
決
め
て
い

な
い
場
合
等
は
未
定
と
い
う
形
で
把
握

す
れ
ば
足
り
る
た
め
、
確
定
的
な
回
答

を
得
る
こ
と
ま
で
求
め
ら
れ
て
い
る
わ

け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

⑸　

第
２
条
（
申
出
期
限
）

　

労
使
協
定
に
お
い
て
は
、
申
出
期
限

を
１
か
月
前
ま
で
伸
ば
す
こ
と
が
可
能

で
す
。
本
書
式
例
で
は
、
１
か
月
前
ま

で
と
し
て
い
ま
す
（
会
社
が
十
分
と
考

え
る
の
で
あ
れ
ば
、
３
週
間
前
ま
で
等

と
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
）。�

●▲


